
交付金
充当額

効果
１.非常に効果的であった
２.効果的であった
３.あまり効果的でなかった
４.効果的でなかった

具体的な理由

1 公共的空間安全・
安心確保事業

幼児教育課
学校教育課

①幼児園、小中学校に非接触型体温計を備え付け、感染拡大防止を図る。
②非接触型体温計の購入に係る経費
③必要額：979,000円
　非接触型体温計：１個あたり9,790円（税込）
　イ　幼児園　9,790円(税込)×40個＝391,600円（幼児教育課）
　ロ　小学校　9,790円(税込)×41個＝401,390円（学校教育課）
　ハ　中学校　9,790円(税込)×19個＝186,010円（学校教育課）
④市内幼児園4園、市内小学校8校、市内中学校4校

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

979,000 888,000 R2.5.13 R2.10.20 １.非常に効果的で
あった

【幼児教育課】
　非接触型体温計による感染拡大防止、園児、来園者の体温及び
体調を把握するために活用が図られた。
【学校教育課】
　非接触型体温計による感染拡大防止、児童生徒が体調を把握する
ために活用が図られた。

2 防災活動支援事業 総務課
健康増進課

①避難所等に段ボールベッドや備蓄用物品・備蓄用医薬品を配備し、感染拡
大防止に備える。
②段ボールベッド、備蓄用物品及び備蓄用医薬品の購入に係る経費
③必要額：18,462,961円
　 イ　段ボールベッド（100床）　　　　　　 1,397,000円（総務課）
　 ロ　備蓄用物品(ｻｰｼﾞｶﾙﾏｽｸ　等)　　　  9,174,613円（健康増進課）
　 ハ　備蓄用医薬品(消毒用ｴﾀﾉｰﾙ　等)　7,891,348円（健康増進課）
④避難所、市役所

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

18,462,961 18,462,000 R2.5.1 R3.3.31 ２.効果的であった

【総務課】
　段ボールベッドを購入することで、感染拡大防止を含めた避難所の生
活環境の向上を図ることができた。
【健康増進課】
　避難所用に夏の自然災害の前にマスク・手指及び物品消毒薬を購
入し、備えることができた。また、市内幼児園・留守家庭教室・子育て
支援センター・小中学校・図書館などの公共施設へ手指・物品消毒液
を定期的に配布し、職員へ継続した感染症対策の勧奨を実施するとと
もに利用者に対しても安心と感染症対策の継続を促すことができた。

3 雇用調整助成金上
乗せ助成事業 産業経済課

①雇用調整助成金を受給した中小企業事業主に対し、市町村が上乗せ助
成を行い、岐阜県がその一部を負担することで、市内事業者の雇用の維持を
図る。
②国の雇用調整助成金等支給決定額に対する市町村の上乗せ助成
（1/5）から、岐阜県負担分（1/2）を除く経費に充当
③1事業所当たり限度額：500千円
　　500千円×2事業所×1/2＝500千円
④中小企業事業主

Ⅱ-１．雇用の
維持 1,000,000 500,000 R2.10.7 R2.10.20 ２.効果的であった 　申請件数自体は少なかったが、市内事業者の雇用維持を図るために

は効果的であった。

4

岐阜県新型コロナウ
イルス感染症拡大
防止協力金負担金
事業

産業経済課

①岐阜県が実施する事業者への休業要請に対して支給される岐阜県新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止協力金に、市町村が協力金の一部を負担するこ
とで、市内事業者の支援を行う。
②岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金の市町村負担分
（1/3）に充当
③必要額：33,016,145円
　 　1事業者あたり支給額：500千円
　　 500千円×該当事業者数×1/3
④岐阜県

Ⅱ-３．事業
継続に困ってい
る中小・小規模
事業者等への
支援

33,016,145 33,016,000 R3.3.18 R3.3.31 １.非常に効果的で
あった

　岐阜県が実施する事業者への休業要請に対して支給される岐阜県
新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金の一部を負担することで、
市内における感染防止対策としては非常に効果的であった。

5 子育て世帯応援給
付金支給事業 福祉敬愛課

①幼児園、小中学校等の臨時休業により影響を受ける子育て世帯の生活の
負担軽減を図る。
②給付金及び給付金支給事務に係る経費
③必要額　91,944,777円
　 イ　給付金　　　　20,000円×4,405人＝88,100,000円
　 ロ　就学援助加算　20,000円×158人＝3,160,000円
　 ハ　事務費（時間外勤務手当含む）　684,777円
④中学校３年生までの子どもの保護者

Ⅱ-４．生活に
困っている世帯
や個人への支
援

91,944,777 91,944,000 R2.4.28 R2.8.25 ２.効果的であった

　給付金の支給により、中学生までの子育て世帯の経済的な負担軽
減を図ることができた。また、市の就学援助を受けている児童及び生徒
に対して加算金を給付することで、支援が必要な世帯への更なる負担
軽減を図ることができた。

令和２年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業実施一覧

事業費（円） 事業実施による感染拡大防止等への効果

№ 事業名 担当課

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策
との関係

事業開始
年月日

事業完了
年月日

1



交付金
充当額

効果
１.非常に効果的であった
２.効果的であった
３.あまり効果的でなかった
４.効果的でなかった

具体的な理由

事業費（円） 事業実施による感染拡大防止等への効果

№ 事業名 担当課

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策
との関係

事業開始
年月日

事業完了
年月日

6
もとまる元気なプレミ
アム付商品券発行
事業

産業経済課

①購入額にプレミアム分を上乗せした市独自の商品券を発行し、地域経済再
生のきっかけを創出する。
②15千円分の商品券を11千円で販売し、その差額（プレミアム分）及び事
業執行にかかる事務費（商品券の発送、販売、換金等）について、市商工
会に交付する補助金
③必要額：187,914,545円
　 イ　事業費　153,077,333円（38,367セット）
　 ロ　事務費　34,837,212円
④本巣市商工会

Ⅲ-２．地域
経済の活性化 187,914,545 183,014,000 R2.7.1 R3.3.31 ２.効果的であった 　新型コロナにより冷え込んでいた市内の消費を喚起するのに効果的で

あった。

7 中学校手洗い場増
設事業 学校教育課

①中学校で不足している手洗い場を増設し、感染拡大防止を図る。
②中学校の手洗い場の増設に係る経費
③必要額：1,160,500円
　 イ　糸貫中学校　627,000円
　 ロ　真正中学校　533,500円
④市内中学校2校

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

1,160,500 1,160,000 R2.5.20 R2.6.19 ２.効果的であった
　不足する手洗い場を増設することで、該当学校の全校生徒の手洗い
の徹底ができ、また、限られた水道場による人の密も防止ができたこと
で、学校における感染拡大防止を図ることができた。

8 GIGAスクール構想
への支援事業 学校教育課

①国が進めるGIGAスクール構想に係る1人1台端末の実現
②タブレット端末を活用する際に必要となる、ソフトウェア購入等に係る経費
③必要額：120,259,260円
　 イ　ｿﾌﾄｳｪｱ、諸経費　39,765円(税込)×2,926台＝116,352,390円
　 ロ　SKYMENUﾗｲｾﾝｽ　2,567,070円
　 ハ　WEBﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞﾗｲｾﾝｽ　111,650円(税込)×12校＝1,339,800円
④市内小学校8校、市内中学校4校

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進めるた
めの環境整備

120,259,260 120,259,000 R2.9.29 R3.3.31 ２.効果的であった 　学校の臨時休業期間における、オンライン授業や遠隔学習に伴うタブ
レット端末として活用が図られた。

9 避難所資材整備事
業 総務課

①避難所に室内簡易テントを購入し、感染拡大防止及びプライバシーの確保
を図る。
②室内簡易テントの購入に係る経費
③40,040円(税込)×50張＝2,002,000円
④避難所

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

2,002,000 2,002,000 R2.9.2 R3.1.8 ２.効果的であった 　避難所に室内簡易テントを購入することで、感染拡大防止及びプライ
バシーの確保を図ることができた。

10
非常勤教育講師感
染症予防対策備品
購入事業

学校教育課

①小中学校の非常勤教育講師に、これまでの共用備品に代えて専用備品を
配備することで、感染拡大防止を図る。
②備品（長机、椅子、ワゴン）購入に係る経費
③必要額：2,750,000円
　 イ　長机　779,183円（37台：小学校30台、中学校7台）
　 ロ　椅子　624,360円（66台：小学校54台、中学校12台）
　 ハ　ワゴン　1,346,457円（66台：小学校54台、中学校12台）
④市内小学校8校、市内中学校4校

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

2,750,000 2,750,000 R2.9.14 R3.1.8 １.非常に効果的で
あった

　職員室に長机、椅子、ワゴンを整備し蜜を避けることで、教職員間の
感染拡大防止を図ることができた。

11 幼児園、小中学校
水道蛇口取替事業

幼児教育課
学校教育課

①幼児園、小中学校の手洗い場の水道蛇口をワンタッチレバー式若しくはセン
サー式に取替えし、感染拡大防止を図る。
②手洗い場の水道蛇口の取替えに係る経費
③必要額：15,929,292円
　 イ　幼児園　5,921,300円（188箇所）（幼児教育課）
　　　 　 ﾜﾝﾀｯﾁﾚﾊﾞｰ式131箇所、ｾﾝｻｰ式57箇所
　 ロ　小学校　5,826,700円（576箇所）（学校教育課）
　　　 　  ﾜﾝﾀｯﾁﾚﾊﾞｰ式537箇所、ｾﾝｻｰ式39箇所
　 ハ　中学校　4,181,292円（268箇所）（学校教育課）
　　　 　  ﾜﾝﾀｯﾁﾚﾊﾞｰ式235箇所、ｾﾝｻｰ式33箇所
④市内幼児園4園、市内小学校8校、市内中学校4校

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

15,929,292 15,929,000 R2.9.16 R3.3.19 ２.効果的であった

　蛇口の方式を取り替えることで、手洗の際に手の触れる部分が大きく
減り、接触による感染リスクが減少し、教育施設における感染拡大防
止を図ることができた。同様に保育施設においても感染拡大防止を図る
ことができた。
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交付金
充当額

効果
１.非常に効果的であった
２.効果的であった
３.あまり効果的でなかった
４.効果的でなかった

具体的な理由

事業費（円） 事業実施による感染拡大防止等への効果

№ 事業名 担当課

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策
との関係

事業開始
年月日

事業完了
年月日

12 学校給食費免除事
業

学校教育課
学校給食セ
ンター

①6月から8月分の学校給食費を免除し、子育て世帯の生活の負担軽減を図
る。
②免除する市内の幼児園、小中学校及び岐阜本巣特別支援学校の給食費
（6月～8月分）
③必要額：32,735,039円
　 イ　賄い材料費6月分　6,751,492円（牛乳給食、簡易的給食）
　 ロ　賄い材料費7月分　16,318,636円（通常給食）
　 ハ　賄い材料費8月分　9,664,911円（通常給食）
④園児、児童生徒の保護者（特別支援学校については、市内から通う児童
生徒の保護者）

Ⅱ-４．生活に
困っている世帯
や個人への支
援

32,735,039 32,735,000 R2.5.11 R2.12.28 ２.効果的であった 　学校給食費を3か月免除することで、新型コロナウイルス感染症による
影響を受けた保護者の経済的負担の軽減に寄与した。

13 学校給食用食材地
産地消拡充事業

学校教育課
学校給食セ
ンター

①学校給食の地産地消を拡充することで、市内の給食用食材の生産者の支
援を行う。
②地産地消で拡充する学校給食用食材の購入に係る経費
③賄材料費　3,875,664円
④学校給食用食材納入事業者

Ⅱ-３．事業
継続に困ってい
る中小・小規模
事業者等への
支援

3,875,664 3,875,000 R2.11.4 R3.3.31 ２.効果的であった 　大量調理である学校給食に地場産物を多く使用することで、新型コロ
ナウイルス感染症の影響を受けた市内生産者の支援につながった。

14 新生児特別定額給
付金支給事業 福祉敬愛課

①国の特別定額給付金事業の基準日以降に出生した新生児を対象に、新
生児特別定額給付金として10 万円分の商品券を支給する。
②対象新生児に支給する1人につき10 万円分の商品券及び事業執行に係
る事務費
③必要額：16,746,979円
　 イ　時間外勤務手当　29,026円
　 ロ　消耗品費　16,233,583円
　 ハ　通信運搬費等　193,970円
　 ニ　委託料　290,400円
④令和2年4月28日から令和3年3月31日までに出生した新生児のうち、令
和3年3月31日までに支給決定がされたもの

Ⅱ-４．生活に
困っている世帯
や個人への支
援

16,746,979 16,746,000 R2.8.12 R3.3.31 ２.効果的であった

　子育てに対する負担の増加や収入の減少などにより大きな困難が心
身等に生じている世帯へ、給付金を支給することにより、次代を担う子ど
もの健全な育成を支援するとともに経済的負担の軽減を図ることができ
た。

15
幼児園給食用飛沫
感染対策アクリル板
購入事業

幼児教育課

①幼児園の給食時等に飛沫感染対策としてアクリル板を設置することで、感染
拡大防止を図る。
②飛沫感染対策アクリル板の購入に係る経費
③5,808円(税込)×300台＝1,742,400円
④市内幼児園8園

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

1,742,400 1,742,000 R2.5.27 R2.10.9 １.非常に効果的で
あった

　マスクを外して給食の喫食を行う際の飛沫感染防止のために活用が
図られた。

16 感染防止対策事業
者支援事業 産業経済課

①岐阜県が発行する新型コロナウイルス対策実施店舗向けステッカーの交付を
受けている事業者が、感染拡大防止に係る店舗の改修等を行った場合に経費
の一部を助成することで、市内事業者の支援を行う。
②感染拡大防止対策を実施した事業者への助成金
③必要額：19,988,589円
　 イ　通信運搬費　126,945円
　 ロ　助成金　19,861,644円
　　　　　施設及び設備改修（200千円まで）　　　 69店舗
　　　　　　 8,445,786円
　　　　　備品、衛生用品等購入（50千円まで）　250店舗
　　　　　　 11,415,858円
④市内事業所

Ⅱ-３．事業
継続に困ってい
る中小・小規模
事業者等への
支援

19,988,589 19,988,000 R2.10.19 R3.2.26 ２.効果的であった

　新型コロナウイルス感染防止対策に係る衛生用品・備品購入及び事
業所等の改修の経費を一部助成することで、市内事業者の支援をす
るとともに、市内事業所を利用する市民の安全・安心を確保するには効
果的であった。

17
市職員デスク飛沫
感染対策用仕切り
板購入事業

総務課

①市職員のデスクに飛沫感染対策用仕切り板を設置し、感染拡大防止を図
る。
②飛沫感染対策用仕切り板の購入に係る経費
③必要額　1,539,956円
　 イ　パネル1式　1,534,016円
　 ロ　組立用テープ　5,940円
④市役所

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

1,539,956 1,539,000 R2.12.14 R3.3.10 ２.効果的であった 　職員が安心して業務を行うことが出来る環境が整った。
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交付金
充当額

効果
１.非常に効果的であった
２.効果的であった
３.あまり効果的でなかった
４.効果的でなかった

具体的な理由

事業費（円） 事業実施による感染拡大防止等への効果

№ 事業名 担当課

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策
との関係

事業開始
年月日

事業完了
年月日

18 市職員分散勤務用
端末購入事業 総務課

①市職員が執務室のほか会議室等の空きスペースに分散して勤務を行うこと
で、感染拡大防止を図る。
②分散勤務を行う際に使用する、ノートパソコン及び周辺機器の購入に係る経
費
③必要額　8,405,441円
　 イ　消耗品費　265,441円
　 ロ　備品購入費　8,140,000円（ノートパソコン29台）
④市役所

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

8,405,441 8,405,000 R2.12.11 R3.3.31 ２.効果的であった
　市職員が分散勤務を行い感染リスクを抑えることで、市民サービスの
停滞を防げたとともに、職員が感染しない、させない行動を市民にアピー
ルすることで市民へのコロナ感染対策意識の高揚が図られた。

19 図書除菌機導入事
業 社会教育課

①市図書館や公民館図書室に設置し、コロナ禍における利用者の安全安心を
確保する。
②図書除菌機購入に係る経費
③備品購入費　963,600円(税込)×5台＝4,818,000円
④市内図書館1箇所、市内公民館図書室3箇所

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

4,818,000 4,818,000 R2.11.20 R3.3.31 ２.効果的であった 　貸出直前に本を除菌することで安心を確保できた。

20 避難所電源確保事
業 総務課

①避難所における感染拡大防止対策のため、避難スペースの拡大に伴い臨時
的に必要となる電源（蓄電池及び充電用ソーラーパネル）を確保する。
②蓄電池及び充電用ソーラーパネルの購入に係る経費
③必要額：9,911,440円
　 イ　蓄電池　1,025,090円(税込)×8台＝8,200,720円
　 ロ　ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙ　213,840円(税込)×8台＝1,710,720円
④市役所

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

9,911,440 9,911,000 R3.2.12 R3.3.31 ２.効果的であった
　避難所における感染拡大防止対策のため、避難スペースの拡大に伴
い臨時的に必要となる電源（蓄電池及び充電用ソーラーパネル）を
確保することができた。

21
小・中学校修学旅
行思い出づくり支援
事業

学校教育課

①従来の修学旅行が不可能となった児童・生徒に対し、未来を見据える前向
きな気持ちを養うために旅行券を配布する。
②児童・生徒に配布する旅行券の購入に係る経費
③必要額：12,615,000円
　 イ　小学校　17,400円×329人＝5,724,600円
　 ロ　中学校　17,400円×396人＝6,890,400円
④市内小学校8校、市内中学校4校

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進め
るための環境整
備

12,615,000 12,615,000 R3.2.2 R3.2.19 ２.効果的であった 　児童・生徒がコロナ禍でも未来を見据える前向きな気持ちを養うこと
ができた。

22
GIGAスクール構想
タブレット端末イン
ナーケース購入事業

学校教育課

①国が進めるGIGAスクール構想に係る1人1台端末について、家庭で遠隔学
習を実施する際に安全に持ち運ぶため、タブレット端末インナーケースを購入す
る。
②児童・生徒に配布するタブレット端末インナーケースの購入に係る経費
③必要額：4,634,784円
　 イ　小学校　1,584円(税込)×1,813人＝2,871,792円
　 ロ　中学校　1,584円(税込)×1,113人＝1,762,992円
④市内小学校8校、市内中学校4校

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進めるた
めの環境整備

4,634,784 4,634,000 R2.12.24 R3.3.31 １.非常に効果的で
あった

　オンライン授業や遠隔学習における、タブレット端末の運搬用インナー
ケースとして活用が図られた。

23

住民票等コンビニ交
付導入事業
※令和3年度繰越
事業

市民課

①住民票等の各種証明書について、コンビニ交付システムの導入及び市庁舎
への行政キオスク端末を導入することで、窓口の非接触・3密回避を図る。
②住民票等のコンビニ交付及び行政キオスク端末導入に係る経費
③必要額　29,621,900円
　 イ　委託料　24,066,900円（コンビニ交付システム導入）
　 ロ　備品購入費　5,555,000円（行政キオスク端末1台）
④市役所

①-Ⅳ-３．リ
モート化等によ
るデジタル・トラ
ンスフォーメー
ションの加速

29,621,900 29,621,000 R3.4.1 R3.12.24 １.非常に効果的で
あった

　市民が来庁せずとも、近隣のコンビニで各種証明書の発行が可能とな
り、結果的に来庁者が減少し、職員と市民共に感染リスクの回避に繋
げられた。また、キオスク端末の庁内導入により、窓口対面での証明書
交付事務が減少し、非接触や密回避といった感染対策を取ることがで
きた。

24

岐阜県新型コロナウ
イルス感染症拡大
防止協力金負担金
事業（第2弾）

産業経済課

①岐阜県が実施する酒類の提供を伴う飲食店への営業時間の短縮要請に対
して支給される岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金（第2弾）
に、市町村が協力金の一部を負担することで、市内事業者の支援を行う。
②岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金（第2弾）の市町村負
担分（5％）に充当
③必要額：3,500千円
　 　1店舗あたり支給額：1,000千円
　　 1,000千円×70件×5％
④岐阜県

Ⅱ-３．事業
継続に困ってい
る中小・小規模
事業者等への
支援

3,500,000 3,500,000 R3.3.22 R3.3.31 １.非常に効果的で
あった

　岐阜県が実施する酒類の提供を伴う飲食店への営業時間の短縮要
請に対して支給される岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力
金（第2弾）の一部を負担することで、市内における感染防止対策と
しては非常に効果的であった。
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交付金
充当額

効果
１.非常に効果的であった
２.効果的であった
３.あまり効果的でなかった
４.効果的でなかった

具体的な理由

事業費（円） 事業実施による感染拡大防止等への効果

№ 事業名 担当課

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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事業開始
年月日

事業完了
年月日

25
子ども・子育て支援
交付金
※国庫補助事業

幼児教育課

①小学校の臨時休業に伴い、留守家庭教室を臨時開所するための人材確保
等を行うことにより、子ども・子育て支援の着実な推進を図る。
②留守家庭指導員の確保等に要する経費
③報酬等　1,192,813円
　　6,388,813円（総事業費）－2,129,000円（国負担分）－
3,067,000円（県負担分）
④市内留守家庭教室7箇所

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進めるた
めの環境整備

6,388,813 1,192,000 R2.4.13 R2.7.21 ２.効果的であった

　小学校の臨時休業に伴い家庭での保育を余儀なくされる中で、必要
な職員を確保し、留守家庭教室の開設時間を拡充することで、就労
等により家庭での保育が困難な保護者が安心して預けることができる場
を設けることができた。

26
学校保健特別対策
事業費補助金
※国庫補助事業

学校教育課

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業）
①感染リスクを最小限にしながら学校を再開し、十分な教育活動を継続するた
めの取組をすることにより、児童・生徒の学びの保障をする体制の整備を促進す
る。
②感染症対策を徹底しながら、児童・生徒の学びの保障をするための物品の
購入等に係る経費
③必要額　4,126,172円
　　8,352,344円(総事業費)－101,172円(補助対象外経費)－
4,125,000円（国負担分）
　 　イ　委託料　499,224円（ｵﾝﾗｲﾝ授業ｿﾌﾄ124台）
　 　ロ　備品購入費　7,853,120円（大型ｻｰｷｭﾚｰﾀｰ24台、小型ｻｰｷｭﾚｰﾀｰ
24台、配膳台11台、液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ21台、ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ45台）　　　
④市内小学校8校、市内中学校4校

Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確
保

8,352,344 4,126,000 R2.7.27 R3.2.25 １.非常に効果的で
あった

　カメラ、液晶ディスプレイ等を購入し、オンライン授業や遠隔学習時に
活用。サーキュレーター等の物品購入により室内の感染症対策を行うこ
とができた。

640,294,829 625,371,000合　　　計
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